
消 防

１ 京都消防の概要

本市では，昭和２３年の自治体消防発足以来，「火事のない京都」を目指し

て市民の防火意識の向上と自主防火の実践を促進してきました。昭和３１年

には，人災である火災は必ず防ぐことができるという確固たる信念の下，「無

火災都市宣言」をして火災予防に取り組み，今日では大都市の中で人口１万

人当たりの火災件数が最も少ない都市の 1 つとなりました。しかしながら，

東日本大震災をはじめ，日本各地で頻発している台風，集中豪雨や土砂災害

などの自然災害，簡易宿泊所やいわゆるメイドカフェと称する飲食店での火

災など，近年，様々な態様の災害が発生しています。また，高齢化等の進展

に伴い，救急件数は増加の一途をたどっています。

  このような多様化する災害に，迅速，的確に対応できるよう消防・救急体

制の充実強化を図り，市民の皆様が安心して暮らし続けることができる「安

心都市・京都」の実現を積極的に推進しています。

  ・ 消防機関（平成 27.4.1 現在）

   消防局本部 1 消防署 11 消防分署 1 消防出張所 35 消防吏員駐在所 1

消防学校 1 消防活動総合センター1 京都消防ヘリポート 1

  市民防災センター1

  ・ 消防職員の定員と現在員（平成 27.4.1 現在）

  定 員 1,836 人（初任教育生 40 名を除く。）

  現在員 1,688 人（初任教育生 40 名及び再任用職員 75 名を除く。）

  ・ 消防機械（平成 27.4.1 現在）

  消防用自動車 128 台 救急用自動車 47 台 その他の車両 112 台

  ヘリコプター2 機



２ 消防団の活動

京都市の消防団は，各行政区に設けられ，消防局との力強い連携により，

火災，震災その他の非常災害時における警戒防御活動を行うとともに，市民

の皆様の防火・防災意識と災害対応力を高めるため昼夜を分かたず活動して

います。   

⑴ 消防団の現状（平成 27.4.1 現在）

  分団数 217 分団 消防団員数 4,258 人（定員 4,970 人）

⑵ 平常時の活動

  地域の防火・防災リーダーとして，自主防災組織など地域住民の災害対

応力を向上させるために指導や訓練を行うとともに，地域の訪問防火指導

や巡回パトロール等を実施し，火災予防の推進活動を行っています。また，

各消防団に設置されている応急救護分団は，大規模事業所等に対する応急

手当の普及啓発活動を行っています。

⑶ 災害時の活動

  ア 火災現場活動

   火災現場では，警戒区域の設定と群衆整理，人命救助と避難誘導，物

件の搬出と保護，飛火の警戒，消火活動の支援，鎮火後の警戒などを行

います。また，火災の状況により配置器材を活用した消火活動等を行っ

て早期鎮圧を図り，消防隊到着後は協力して一体的な活動を行います。

  イ 震災その他の非常災害時の活動

   阪神・淡路大震災を契機に市内の全消防団に配置した小型動力ポンプ

や救助器材などを活用して，震災その他の大規模な災害時に消火活動や
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救助活動を行います。また，応急救護分団は，負傷者等の救護活動を行

い，機甲分団は重機を活用した人命救助活動を行います。

３ 消防の広報・広聴

市民の皆様と共に，消防防災行政を推進するため，日頃から「市民の声」

に耳を傾けるとともに，市民の皆様が知りたい情報，暮らしの安全確保に役

立つ情報等の提供に努めています。

  平成２５年１０月からは消防局フェイスブック及びツイッターを開設し，

タイムリーな情報発信を行っているほか，平成２７年５月からは災害情報自

動案内システムを運用し，消防局ホームページで災害発生場所等の案内も行

っています。

  また，市民しんぶんや報道機関を通じた広報活動，消防局及び各消防署に

おいては，ポスター等を作成し，きめ細やかな防火防災情報の発信を行って

います。

  そのほか，消防の相談電話や E メール，防火防災指導等を通じて市民の皆

様から寄せられる問合せ等に対応しています。

  

４ 地域の自主的な防火・防災活動

自主防災組織は，地域の住民が「自分たちのまちは自分たちで守ろう」と

いう精神の下，一体となって地域防災力の向上に努めています。

  消防局においても，自主防災組織の訓練指導や京都市市民防災センターで

の体験学習の推奨など，市民の防災に関する知識の普及及び技術の向上並び

に防災意識の高揚を図るとともに，災害時に市民が活用するための防災器材

を配備するなど，地域の災害対応能力の向上を図っています。平成１２年度

から，住民自らが地域（町）ごとのきめ細かい自主防災体制を構築する「身

近な地域の市民防災行動計画づくり」を推進し（平成２６年度末,策定率９

９%），平成２７年度からは，より広域な防災計画となる自主防災会（おおむ

ね学区単位）の防災行動マニュアルの策定を推進しており，より実効性の高

い内容となるよう，防災訓練等を通じて必要な見直しや検証を行い，充実を

図ります。



５ 市民の安全を図る

⑴ 住宅防火対策の推進

  京都市内の過去５年間の火災を見てみると，一般住宅や共同住宅，併用

住宅等からの「住宅火災」が建物火災の６５%を占めています。

   住宅火災の原因では，放火（疑いを含む。）によるもののほか，たばこや

こんろなど，取扱者の不注意によるものが多く発生しています。

   こうした不注意による火災を防ぐため，消防職員が訪問防火指導や町内

会等を対象とした防火・防災行事において，防火・防災に関する情報の提

供を行うなど，適切な指導に努めています。

   また，消防法令により設置が義務付けられている住宅用火災警報器の未

設置世帯への指導や，設置後の維持管理について継続して指導を行ってい

ます。

⑵ 自力避難が困難な方に対する防火安全指導

  高齢者や身体に障害のある方など災害時に自力での避難が困難な方に対

し，出火防止について指導するとともに，防炎品の普及や住宅用火災警報

器，簡易自動消火装置等の住宅用防災機器の設置促進を図っています。

   １１９番通報については，緊急通報システム（あんしんネット１１９）

や緊急通報システムへ連動する住宅用火災警報器，消防ファクシミリ，京

都市 Web１１９による通報体制を確保し，避難については地域ぐるみの避難

救出体制づくりを指導するなど，防火安全対策を進めています。

   また，ホームヘルパーなどの福祉関係者を対象に，高齢者や障害者と接

する際に，防火，防災，救急事故防止の助言をしていただく安心アドバイ

ザー研修を行っています。

⑶ 事業所の防火防災対策

  ア 査察

   百貨店，ホテル，病院，工場等の事業所は，一旦火災が発生すると，

人的，物的ともに大きな被害が出るおそれがあるため，防火管理体制の

確保や，消火設備，警報設備，避難設備等の消防用設備等の設置が消防

法令で義務付けられており，これらの状況について，査察員が，消防法

令に基づいて事業所その他の関係ある場所に立ち入り，火災予防上の必



要な検査や消防法令の違反に対し是正指導を行っています。さらに，防

火管理者や防火責任者を中心とした自主防火管理体制や自衛消防体制を

確保するよう指導しています。

  イ 防火管理

   一定規模以上の事業所については，防火管理者が中心となって，火災

を出さないための日常点検や，出火したときの被害を軽減するための自

衛消防組織の確保など，防火管理体制を整えるよう指導しています。

  ウ 防災管理

   一定規模以上の事務所については，防災管理者が中心となって，大規

模地震等の災害発生時に，通報連絡，救出救護活動，避難誘導等に当た

るための自衛消防組織の確保など，被害を軽減するための防災管理体制

を整えるよう指導しています。

  エ 安心安全情報の発信

   利用者や市民に消防局ホームページを通して安心安全情報を提供して

います。

   (ｱ) 違反公表制度

    宿泊施設など不特定多数の方が利用する施設や，社会福祉施設など

一人で避難することが難しい方が利用する施設において，重大な消防

法令違反（屋内消火栓設備，スプリンクラー設備又は自動火災報知設

備の未設置）がある場合，その建物の所在地，違反内容等をお知らせ

しています。

   (ｲ) 命令を受けている対象物の公表

    消防機関が立入検査により火災予防上の危険や消防法令違反を把

握し，その改修等の命令を発した場合には，命令を行い，公示してい

る建築物等の所在地，名称等をお知らせしています。

   (ｳ) 防火基準適合表示制度

   旅館・ホテル等の関係者からの申請に基づき，消防機関が審査した

結果，消防法令のほか，重要な建築構造等に関する審査の基準に適合

していると認められた建物に対し，消防機関から表示マークを交付す

るとともに，その建物の所在地，名称等をお知らせしています。



⑷ 文化財の防火防災対策

  本市には，世界文化遺産をはじめ国宝，重要文化財など各時代を代表す

る優れた文化遺産が数多く保存されています。これらの文化財を火災等の

災害から守るため，文化財保護関係機関と連携を密にし，文化財市民レス

キュー体制の育成指導，文化財防災マイスターの養成等，文化財関係者や

市民と一体となった文化財の防火防災対策を積極的に進めています。

⑸ 消防用設備等の設置指導

  消防法等では，一定規模の防火対象物の関係者に対し，その用途，構造，

規模に応じた消防用設備等の設置及び維持管理を義務付けています。建築

物の計画・設計時の事前相談，設置指導，完成検査の実施により，適正な

消防用設備等の設置を図るとともに，点検結果報告などを通じて適正な維

持管理の指導に努めています。

⑹ 建築物の指導

建築確認を行う場合，消防長又は消防署長の同意を要するため，防火上・

避難上の支障の有無を審査しています。

   また，用途や規模によっては，立入検査等の機会に指導を行い，建築物

の安全化に努めています。

⑺ 危険物の取扱いに係る安全指導

  危険物施設の許可に際しては，消防法令に規定する技術基準の適合性を

審査し，完成検査を行い，安全な施設となるよう設置指導を行っています。

   また，既存の施設に対しても適正な維持管理を指導するほか，危険物取

扱者等の保安意識の向上を図っています。

６ 災害から市民を守る

⑴ 消防体制

  消防部隊の出動は，災害の種別と状況に応じて，あらかじめ出動する部

隊数を計画し，災害現場の近くにいる部隊をコンピューターが瞬時に選定

して出動させることにより，現場へ到着する時間の短縮を図るとともに，

出動した部隊は災害現場において，装備を最大限に活用して，人命救助，

消火，延焼防止など，被害軽減のため，迅速，的確な防御活動を展開して



います。

   また，災害の規模や状況により，消防航空隊を出動させ，地上の部隊へ

の情報提供を行うとともに，総合的な指揮機能と高度な救助能力を併せ持

つ本部指揮救助隊（スーパーコマンドレスキューチーム）を出動させ，大

規模災害や特殊災害発生時における的確な情報処理や指揮統制を行うなど，

防御活動を効率的かつ安全に行うための体制を確立しています。

⑵ 救急体制

  市内に３０隊の救急隊を配備し，市民からの救急要請に対応しています。

また，山間部や遠隔部における傷病者にも迅速に対応するため，消防ヘリ

コプターによる救急活動を実施しています。

   本市では，市内全ての救急隊に救急救命士を配置し，救急現場から医療

機関へ傷病者を搬送するまでの間に，救急救命士等が行う応急処置などを

医学的な観点からその質を保障するメディカルコントロール体制の下，救

命効果の更なる向上に取り組んでいます。平成１６年７月から気管挿管，

平成１８年４月から薬剤投与，平成２６年４月から心肺機能停止前の重度

傷病者に対する静脈路確保及び輸液，血糖測定並びに低血糖発作症例への

ブドウ糖溶液の投与を実施することが可能となったことを受け，処置の実

施に必要な講習と病院実習を行い，これらの処置をできる救急救命士を順

次養成しています。

   一方，京都市市民防災センターや市内各消防署において，多くの市民の

皆様に対して AED の取扱いを含めた救命講習を開催するなど，いざという

ときに応急手当のできる人づくりに取り組んでおります。

   平成２０年８月には応急手当の普及啓発や AED の設置をより一層推進す

るため，市内事務所の自主ネットワーク組織として安心救急ネット京都が

設立され，平成２２年３月には増加する救命講習への対応や大規模災害時

等の救護活動を目的に応急救護分団が設立されました。

   また，平成２４年１月には，多くの市民や観光客が訪れる観光地で急病

人やけが人が発生した場合に，応急手当や１１９番通報等を円滑に実施し

ていただくため，土産物店，商店街，コンビニエンスストア等の事業所を

安心救急ステーションとして認定する事業を開始しました。



   さらに，平成２４年４月から小学５・６年生を対象とする救命入門コー

ス及び小児・乳児・新生児を救命対象とした普通救命講習の導入を開始し，

若年層をはじめとした，より幅広い世代への応急手当の普及啓発を推進し

ています。

⑶ 救助体制

  火災現場で逃げ遅れた人や交通事故により車両に閉じ込められた人など

の救出に当たるため，救助活動に専従する６隊の救助隊と救助活動を兼務

する６隊の消防隊を市内の各消防署に配置し，様々な救助器材を装備し，

市内各地域において即応できる体制をとっています。

   さらに，より高度な救助能力を持つ本部救助隊（スーパーレスキュー）

を配置しており，電磁波探査装置等の高度探査装置や悪路においても走破

性の高い小型の救助工作車，NBC 災害に対応する特殊災害対策車等を配備し，

特殊で困難な救助活動にも対応できる体制を整えています。

   このほか，国内で大規模な災害が発生した場合には緊急消防援助隊を，

海外で緊急援助活動が必要な大災害が発生した場合には国際消防救助隊を

それぞれ派遣する体制を整えています。
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